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地域連携による人材育成事業の現状から見た大学
における地域人材育成

土屋弥生
1
，青山清英

1
，鈴木理

1
，伊佐野龍司

1
，関慶太郎

1

1 日本大学文理学部 / Nihon University, College of Humanities and Sciences

Yayoi Tsuchiya1, Kiyohide Aoyama1, Osamu Suzuki1, Ryoji Isano1, and Keitaro Seki1

Abstract

This study aims to focus on the development of human resources responsible for regional cooperation, organize 
the current status of human resource development projects for regional cooperation, and provide an outlook 
for the future of human resource development in regional cooperation with universities. This study presents an 
overview of the current status of human resource development by taking up specific examples of the “Centers 
of Community ― Project for Universities as Drivers of Regional Revitalization through New Human Resources 
Education Programs (COC+R)” and “Supereminent Program for Activating Regional Collaboration (SPARC),” 
which have been implemented by Japan’ s Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology. 
Consequently, it is clear that establishment and advancement of the research and academic fields for regional 
cooperation with universities is essential to enhance educational programs aimed at developing regional human 
resources.
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1. はじめに　
　2006年に改正された教育基本法第七条第一項において
「大学は，学術の中心として，高い教養と専門的能力を
培うとともに，深く真理を探究して新たな知見を創造し，
これらの成果を広く社会に提供することにより，社会の
発展に寄与するものとする」と明記された（文部科学省，
2006）。「社会への貢献」は大学に期待される重要な役割
の一つとなっている。
　しかしながら，現実的には大学地域連携が順調に進み，
大学が社会貢献の役割を円滑に遂行しているとは言い切
れない。中塚・小田切（2016）は，大学と地域の連携に
おける大きな課題として「地域の不満・大学の不安」と
いう構図があると指摘している。この構図について，中
塚・小田切（2016）は，地域サイドには，現場からの要
望に対して大学が直接の解決策を示してくれないという
「不満」があり，大学の教員には，なんでもかんでも頼
まれて対応しきれない，このままでは自分の時間がなく
なってしまうという「不安」が生じているとしている。

　文部科学省においては，これまで国立大学法人運営費
交付金や私立大学等経常費補助金，地（知）の拠点大学
による地方創生推進事業（COC＋）や大学による地方創
生人材育成教育プログラム構築事業（COC＋ R）等を通
じて，大学が地域の産業界等と連携して地域課題の解決
や地域に貢献することで地域の核となる取組を推進して
きた。また，大学教育改革支援プログラム（GP）や大学
教育再生加速プログラム（AP），知識集約型社会を支え
る人材育成事業を通して人材養成機能等の改革も支援し
てきた（文部科学省，2022）。そのうえで，文部科学省
（2022）は，「地域と大学等が一体となって分野横断的に
課題解決に挑む地域人材の育成が求められる」としてい
る。地域で活躍できる人材の育成はまさに大学にとって
も，地域にとっても喫緊の課題であると言えよう。
　そこで本研究の目的は， 地域連携を担う人材の育成に
注目し，地域連携の人材育成事業の現状を整理し，今後
の大学地域連携における人材育成の在り方を展望するこ
とである。これまで文部科学省が進めてきた大学による
地方創生人材育成教育プログラム構築事業（COC＋ R），
地域活性化人材育成事業（SPARC）の具体的事例を取り
上げ，人材育成事業の現状を把握し，今後の検討の礎と
したい。
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2. 大学地域連携における人材とは
2.1. 大学地域連携における人材
　中塚・小田切（2016）によれば，大学地域連携には従
来型の産学連携的地域連携のほか，新たなタイプの連携
が見られるようになったとしている。そして，この新し
い連携の背景について，現状のように文系学部を含めて
ほぼすべての分野で連携がおこなわれるようになり，大
学の専門的研究の拠点という特性のほか，「若者の拠点」
としての特性が注目されるようになったのではないかと
述べている。こうした現状において，地域連携について
考えるうえで，人材ということが重要なファクターと
なっていると考えられるだろう。
　中塚・小田切（2016）は，学生がかかわる新しい連携
について，次の 4つのタイプが析出できるとしている。
以下の➀～➃はそれぞれの特性と課題を中塚・小田切
（2016）の記述より一部抜粋した。
➀交流型　
　地域にとっては，若いマンパワーを得ることや，「応
援してくれる仲間や支援者がいるから活動をつづけるこ
とができる」という「伴走者」がもつような効果が期待
される。交流がマンネリ化し，「交流疲れ」が生じやす
いこと，頻繁な往来が前提となるため，大学と地域の距
離が遠い場合は，実現しにくいという課題がある。
➁価値発見型
　主にグループ単位での活動を計画的におこない，地域
の新しい価値発見を目指すタイプである。外部者の目を
とおして，地域資源の見直しがおこなわれるという，い
わゆる「交流の鏡効果」が期待される。問題は，価値の「発
見」だけで終わってしまい，課題解決，創造に繋がりに
くいことである。
➂課題解決実践型
　地域の抱える課題に対して，具体的な実践活動を通し
て解決を試みるタイプである。地域との緊密な関係性の
もとでの企画開発をおこなうような活動である。こうし
た実践活動には，多くの時間や資金が必要になることか
ら，大学内での取り組みの承認や活動場所の提供，地域
と大学の共同による補助金や委託金の獲得といった，実
践のための環境整備が課題となっている。
➃知識共有型
　教員や大学院生が中心となり，専門知識をもって地域
課題の解決に貢献しているタイプである。単発的なもの
もあるが，長期にわたって信頼関係をたもち，研究もあ
わせておこなっている例も多くある。大学から地域への
知識提供，地域からの情報収集と，互いに一方向となる
のではなく，双方向に共有できる関係を構築することが

課題である。また，大学の専門分化がすすむなかで，誰
に相談すればよいか分からないというマッチングが問題
となることもあり，コーディネート機能を果たす人材や
セクションを設置することが課題となる。
　中塚・小田切（2016）は，以上の 4つのタイプの地域
連携について，地域連携の主体となる「地域の当事者意
識」と「主体の専門性」という２つの軸による類型化を，
図１「大学・地域連携の諸類型」に示している。なお，「主
体の専門性」の主体とは，従来型の連携では大学の教員
や大学院生，新しい連携では主に学生が当てはまるとし
ている。
　図 1に見られるように，主に学生が携わる機会が多く
なった新しい連携では，➀交流型→➁価値発見型→➂
課題解決型→➃知識共有型という順番で，地域と学生
の両者の主体性がパラレルに発展する（中塚・小田切，
2016）。多くの大学で展開されているさまざまな大学地
域連携においては，学生と地域がそれぞれに主体として
の意識をもって臨むことが期待される。大学としては，
学生の成長を促す教育，仕掛けを可能な限り模索する必
要があるのではないか。
　中塚（中塚・山浦編著，2022，p.9）は，求められる地
域人材について，そもそも地域社会においては，人材を
役立つや役立たないといったような，目的のための資源
（リソース）という側面だけで人を見るべきではないと
し，その前提の上で地域ビジネス，地域づくりにおいて
何らかの役割，機能を担う個人として人材を位置づける
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併存していると考えるべきであろう（以下，「新しい連
携」）。
この点は，国土形成計画でも触れられている。2015
年の新しい国土形成計画（第 2 次計画）では，「近年，
地域と大学や専門学校が連携して地域活動に取り組む事
例が増加している。大学等が，社会に貢献する人材の育
成や，地域の連携拠点としての機能を果たし，また，大
学等や大学生と地域のかかわりが継続的な活動につな
がるよう，その取組を促進する」と，文中に「大学生」
が登場する。これは先に触れた，第１次計画（2008 年）
には見られなかった表現であり，「多様な主体」として，
大学内部の大学生が位置付いたと言ってもよい。なお，
この 2つの連携のタイプは判然と分かれるものではな
い，それぞれ重なり合いながら，その重点が異なるとい
うことであろう。
多様性の二つ目はこの新しいタイプの連携内部の多様
性である。もちろん，産学連携型の連携にも多様性はあ
るが，学生がかかわる連携の多様性は相当に大きい。具
体的には，各地の取り組みから，次に示すように，「交
流型」，「価値発見型」，「課題解決実践型」，「知識提供型」
の 4つのタイプが析出できる。それぞれの課題も含めて
まとめておこう。
①交流型
地域の農家や住民とともに，農作業やイベントをおこ
なう活動タイプである。地域にとっては，若い学生のマ
ンパワーを得ることや，「応援してくれる仲間や支援者
いるから活動をつづけることができる」という「伴走者」
がもつような効果が期待される。交流がマンネリ化し，
「交流疲れ」が生じやすいこと，頻繁な往来が前提とな
るため，大学と地域の距離が遠い場合は，実現しにくい
という課題がある。成功している事例では，「学生をお
客さん扱いしない」ことや「集落のみんなを楽しませる」
こと，バスなどの移動手段の確保や交通費の補助をする
ことなどの工夫をしている。
②価値発見型
主にグループ単位での活動を計画的におこない，地域
の新しい価値発見を目指すタイプである。外部者の目を
とおして，地域資源の見直しがおこなわれるという，い
わゆる「交流の鏡効果」が期待される。ありうべき問題は，
価値の「発見」だけで終わってしまい，課題解決，創造
に繋がりにくいことである。地域側が，大学との連携は
起爆剤と位置づけ，交流を通じて何を達成したいかとい
う明確な戦略を持っておくことや実践活動にむけての体
制を整えておくことが必要である。
③課題解決実践型
地域の抱える課題に対して，具体的な実践活動を通し

て解決を試みるタイプである。新しい特産品の開発やそ
の料理方法の提案，ニーズ分析に基づくグリーンツーリ
ズムの商品の開発，空き家の活用など，地域との緊密な
関係性のもとでの企画開発をおこなうような活動であ
る。こうした実践活動には，多くの時間や資金が必要に
なることから，大学内での取り組みの承認や活動場所の
提供，地域と大学の共同による補助金や委託金の獲得と
いった，実践のための環境整備が課題となっている。
④知識共有型
教員や大学院生が中心となり，専門知識をもって地域
課題の解決に貢献しているタイプである。旧来からある
地域連携活動の形であり，地域づくり活動のアドバイザ
ーやコンサルタントのほか，セミナーや講演活動，行政
などの委員会のメンバーとなることも含まれる。単発的
なものもあるが，長期にわたって信頼関係をたもち，研
究もあわせておこなっている例も多くある。大学から地
域への知識提供，地域からの情報収集と，互いに一方向
となるのではなく，双方向に共有できる関係を構築する
ことが課題である。また，大学の専門分化がすすむなか
で，誰に相談すればよいか分からないというマッチング
が問題となることもあり，コーディネート機能を果たす
人材やセクションを設置することが課題となる。
実は，一口で大学と地域との連携と言っても，こうし
た二重の多様性が存在している。それを図としてまとめ
たのが図１である。縦軸は「主体の専門性」であり，産
学連携型の場合には，主体として教員や大学院生等に相
当し，「新しい連携」の場合には，主に学生が当てはまる。

図 1　大学・地域連携の諸類型
Fig. 1   Types of Community-University Partnership図 1大学・地域連携の諸類型

出所：中塚・小田切（2016）より許諾を得て転載
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べきであるとしている。
　一般的に，大学地域連携における「人材」という場合，
大学側が地域に提供する人材ということが考えられてい
るのではないだろうか。その場合，大学は地域に学生を
労働力として提供するという意味合いが強くなる。つま
り，大学が地域課題の解決のために直ちに役に立つ人材
を提供するということだけにとどまれば，中塚（中塚・
山浦編著，2022，p.9）の述べた意味での地域人材という
ことにはならない。
　また，土屋（2022）は，教職ボランティアの現状につ
いて述べ，教育現場の多忙化と特別な配慮を必要とする
児童生徒の指導の困難という背景において，残念ながら
地域や学校のニーズによって集められる学生ボランティ
アは，人手不足を補う目的であることが多く，おそらく
は多くの教育委員会がこのようなニーズからボランティ
ア募集をおこなっていることは否めないと指摘してい
る。教職ボランティアの例に見られるように，人手不足
を補うための連携では学生の学びや成長に寄与する機会
が限られており，地域人材の育成につながらないことも
懸念される。図１に見られるような学生が主体性をもっ
た地域連携を模索する場合には，人材育成の視点が重要
となるであろう。
　
2.2. 大学地域連携における人材育成
　土屋（2022）は，教職ボランティアにおける体験学習
の重要性を述べるなかで，学生を送り出す大学，体験学
習に臨む学生，体験学習を受け入れる学校・地域が，目
的を共有し，互いの立場を尊重し，相互理解につとめる
ことによって，体験学習が実り多きものになるとし，体
験学習はただ実施するのではなく，どのように，どんな
目的で，どのような効果を期待しておこなうのかを熟考
したうえで，入念な準備を前提に実施されなければなら
ないと指摘している。学生の学びを豊かなものにするこ
とが，その後地域で活躍できる人材の育成にもつながる
ことから，育成段階の工夫の重要性が示されている。
　また，中塚（中塚・山浦編著，2022，p.9）は地域人材
育成について，相手の意欲や能力を把握し，その能力を
高め，特定の役割を果たすように働きかけることである
としている。単なる労働力ではない地域人材を育成する
ためには，大学の教育プログラムの工夫が不可欠であろ
う。
　さらに中塚（中塚・山浦編著，2022，pp.254-255）は，
地域社会においては，人を地域のための材料や資源とい
う側面だけで見るべきではないと指摘し，人材育成の活
動として人材の確保とともに人材の能力開発の重要性を

示し，人の保有している能力を確認し，その能力を高め
るためにどのような研修や経験を積むように促すか，そ
れをどう支援するかが課題であるとしている。
　労働力の確保と提供にとどまらない，地域人材の育成
を持続的におこなっていくためには具体的にどのような
取組が必要となるのであろうか。

3．地域連携による人材育成事業の現状
3.1. 大学による地方創生人材の育成を目指した教育プロ
グラム（COC＋ R）における人材育成
　ここで，大学による地方創生人材教育プログラム構築
事業（COC＋ R）の事例を取り上げる。文部科学省は，
令和 2年度から，地域の知の拠点としての大学が，他の
大学等や地方公共団体，地域の企業等と協働し，地域が
求める人材を養成するための教育改革を実行するととも
に，出口（就職先）と一体となった教育プログラムを実
施することで，若者の地元定着と地域活性化を推進する
ことを目的として「大学による地方創生人材教育プログ
ラム構築事業（COC+R）」を実施している。
　COC+Rに選定されたのは 4件で，信州大学（幹事校），
山梨県立大学，岡山県立大学，徳島大学が事業責任大学
となっているが，一例として，信州大学・富山大学・金
沢大学の教育プログラムである「ENGINE」を見てみたい。
　文部科学省（2021）「大学による地方創生人材教育プ
ログラム構築事業（COC+R）リーフレット」によれば，
「ENGINE」のプログラムの特徴として「１．リテラシー
強化フェーズ」「２．キャリア形成フェーズ」「３．実践
力強化フェーズ」という３つのステージを複数年かけて
学習し，地域と大学の学び・人材の好循環を創出すると
されている。特に「３．実践力強化フェーズ」には「挑
戦的な事業に取り組む地域企業での PBL型インターン
シップを行う」体験学習が盛り込まれており，学生の学
びについて具体的で実践的なプログラムが企画されて
る。リーフレットにはこのプログラムで「育成する人材
像」についても，「次代の地方創生の「交通」×「食」×「観」
×「インフラ活用（IT技術を含む）」を基幹となる産業
として注目し，専門的な学術的知見を獲得すると同時に，
「ハート＆データ・ドリブン」な思考を身に付け，変化
への対応力・突破力をもったトップ・リーダー人材を育
成する」とかなり具体的に明記されている。人材育成事
業が地域に根差した実質的なものになるよう，企画段階
から出口（就職先）と一体となった教育プログラムが念
頭におかれ，人材育成のイメージが明確化されている様
子がうかがえる。
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3.2. 地域活性化人材育成事業（SPARC）における人材育
成
　次に，文部科学省が令和 4年度にスタートさせた「地
域活性化人材育成事業～ SPARC～」について見ていく。
文部科学省によれば，地域活性化人材育成事業（SPARC）
は，地域社会のリソースを総結集し，個別大学の枠を超
えた横断的な STEAM教育を基盤とした教育プログラム
を構築・実施し，事業の成果を元に学部等の再編を目指
す取組を支援する事業と位置付けられている。
　採択については【タイプ➀】学部等の再編を目指す取
組 と，【タイプ➁】高度な連携を目指す取組に分類され
ており，それぞれ 3件ずつが採択されている。SPARCは，
対象となる地域（県）単位で実施されており，【タイプ➀】
は山梨大学，信州大学，山口大学，【タイプ➁】は岐阜大学，
熊本大学，宮崎大学が事業責任大学となり，他の参加校，
地方公共団体，企業・経済団体，金融機関が連携して事
業を展開するしくみとなっている。
　SPARCの一例として「しあわせ信州」を創造する地域
活性化高度人材育成プログラム（SPARC NAGANO）を
見てみたい。「地域活性化人材育成事業（SPARC）」の
HPによれば，この事業は，長野県の地域課題と地域に
求められる人材像を踏まえて，国立大学の信州大学，公
立大学の長野大学，私立大学の佐久大学の 3大学，長野
高等工業専門学校や長野県，長野県経営者協会，八十二
銀行等，産学官金が連携し，文理横断の教育プログラム
を構築し，主体的な学びによって地域の問題を自ら解決
し，未来を選択できる人材の育成を目指すとされている。
対象の学部・学科は，信州大学経法学部応用経済学科，
工学部物質化学科，工学部電子情報システム工学科，繊
維学部先進繊維・感性工学科，繊維学部化学・材料学科，
長野大学は社会福祉学部社会福祉学科社会福祉コース，
佐久大学は人間福祉学部人間福祉学科となっている。さ
らに，本事業は【タイプ➀】で求められている要件であ
る「学部等の再編」については，信州大学が，文理横断
の情報学部（仮称）を設置する予定としている。
　SPARC NAGANOの HPによれば，事業のビジョンと
して，地域の問題に向き合い課題を自ら設定でき，文理
融合の総合知を駆使して課題の遂行やイノベーションの
創出に取り組む創造的な人物「地域活性化人材」を育成
することが掲げられている。教育プログラムとしては，
大学・学部・学科の枠を超えて先駆者に学ぶ「立志学」，
組織理解から実践力まで未来を創る基礎を身につけるた
めの「経営組織論」，チームで地域課題の本質を見つめ
なおし，新たな打ち手づくりにチャレンジする「地域課
題 PBL」などが特色ある科目として設置されている。修

了要件は，必修 6単位を含む 10単位を修得することと
なっている。SPARC NAGANOの HPには具体的なカリ
キュラムが「科目一覧」として示されているが，カリキュ
ラムの内容から地方公共団体，企業・経済団体，金融機
関が連携して事業を展開する地域活性化高度人材育成プ
ログラムとしての実効性を重視し，学生の学びを多様で
充実したものとすることが目指されている様子がうかが
える。

4. 地域連携による人材育成のために
　大学地域連携における事業を進展させていくために
は，人材育成が重要な柱となるが，実りある地域人材の
育成をおこなっていくためには，大きな課題を乗り越え
る必要がある。中でも最大の課題は，人材育成のための
教育カリキュラムにあると考える。
　本研究で取り上げた大学による地方創生人材育成教育
プログラム構築事業（COC＋ R），地域活性化人材育成
事業（SPARC）において，カリキュラムは確かに工夫さ
れ，学生が社会とつながりやすいスキームが構築されて
いた。これらの新たな事業については一定の成果が期待
できるであろう。
　しかし一方では課題も見られる。教育プログラム内の
科目のシラバスを確認したところ，設置されている科目
の中には地域連携ということと内容的に直接の関わりが
うすいものも見られ，おそらくは大学の人的資源や現行
カリキュラムなどの現実的な事情から，地域との連携の
ための科目として創設したのではなく，従来の科目を組
み替えて配置したのではないかと考えられる。もちろん，
地域連携について考え、地域活性化に貢献していくにあ
たって，学生たちが基礎となる教養科目を広く学ぶ意味
はあるだろう。また，大学のもつ限りある資源を有効に
活用するという視点でスキームを構築すれば，現状ある
ものを生かすということになるのはやむを得ない選択で
ある。
　しかし，学位プログラムや就職までを展望した地域人
材の育成を特別におこなっていくためには，現状のプロ
グラムで不足はないのだろうか。文理横断や文理融合と
いうキャッチフレーズのもとでの現状の設置科目の再
編，複数大学による相互履修制度の導入は，従来もさま
ざまな場面で実施されてきた既視感のある手法である。
　そこで，一つの提言を試みたい。大学が地域人材を育
成するうえで最も不足しているのは，大学地域連携のた
めの研究・学問領域ではないか。そもそも，地域人材の
育成を担当する大学教員も，理系・文系の広い分野から
選出されてはいるが，地域連携を専門としている研究者
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はかなり少数であろう。それはまさに，大学地域連携の
ための研究・学問領域が発展途上であることに起因して
いる。各分野の専門家が門外漢として「片手間」で地域
人材を育成しようとしてみても，成果を上げるのは至難
の業である。大学地域連携のための研究は現時点ではま
だまだ未熟であると言わざるを得ないし，多くの分野の
専門家を結集させたとしても，研究者の量と研究分野の
広さをもって地域人材の育成の質を向上させることは困
難である。すなわち，今後は人材育成プログラムの充実
のためにも，大学地域連携のための研究・学問領域の構
築と進展が不可欠であろう。今後，大学地域連携学が学
問として確固たる地位を得て，それを専門とする研究者
が輩出されることが期待される。
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